
課題整理から考えた下水道事業の目指す方向性(案)

【下水道施設の老朽化】

【良好な水環境の形成】

【環境負荷の低減】

【増加する自然災害について】

【財政運営への懸念について】

【事業運営体制について】

【市民が意識する不安や関心について】
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① 　まちのくらしを支える取組

課　　　　題 取　組　を　検　討　す　る　視　点

管　路

新たな更新手法の導入
(ストックマネジメント)

老朽化速度を
予測し

事業量を設定

増加する事業量への対応

② 　災害から守り備える取組

設備機器 建替え時期に連動

ﾎﾟﾝﾌﾟ場/処理場 建替え時期の分散化
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合流式下水道改善対策による
放流水質基準の保持

大阪湾流域別下水道整備総合計画による
放流水質基準の保持(平成22年度～令和7年度)

計画見直しへの対応
(令和8年度以降)

環境負荷の低減 更新に合わせた省エネルギー化の推進

マンホールトイレの設営の共助

非常用トイレの備蓄など自助の促進

課　　　　題 取　組　を　検　討　す　る　視　点

集
中
豪
雨

増
加
す
る

総
合
治
水

行政による

公助
(防災)

気候変動に応じた下水道施設の能力強化

新基準に基づいた下水道施設の耐水化

共助・自助
への展開
(減災)

市民民間事業者との貯留機能向上の取組の継続

市民・事業者への下水道施設の積極的な情報発信

老朽化にあわせた管きょの耐震化 老朽化していないエリアの地震対策

広報活動の充実 下水道に関する情報と共助・自助に繋がる情報の発信

③ 　将来へ事業をつなげる取組

課　　　　題 取　組　を　検　討　す　る　視　点

将来人口の減少 使用料収入の減少に応じたアセットマネジメントの実践

積立金の活用 大規模投資への建設改良積立金の活用

技術力の確保 将来を担う若手職員への技術継承 新たな課題にチャレンジできる人材の育成

共助・自助
への展開
(減災)

行政による

公助
(防災)
(減災)

ポンプ場・処理場機能の確保

マンホールトイレの設置

業務継続計画(BCP)の継続と充実

自助・共助・公助の連携と

リスクコミュニケーションによる高度な地域防災力

実行性の高い業務継続計画(BCP)

【効果】

近年、規模も頻度も増加する気候変動による集

中豪雨や大規模な地震の際も、下水道施設の能力

強化による被害の最小化が図れ、市民や地域の皆

様が災害発生前にICTによる災害リスク情報によ

り、危険を理解・予測し、自らの安全を確保しつつ、

地域の皆様が、共に助け合う行動ができ、また、被

災時でも業務継続計画(BCP)による

「 復元力の高い（レジリエントな）下水道 」

【効果】

ICTを活用した維持管理情報の蓄積、分析と運

転管理により、下水道施設全体の機能や施設寿命

を最大限に発揮させ、効率的な施設管理や省エネ

ルギー化が図れており、また処理場ポンプ場の建

替え時には、下水道のポテンシャルを活かした良好

な都市環境が創出された

「 効率的かつ持続可能な下水道 」

高度な施設の維持管理と運転管理

下水道資源の有効利用

経営基盤の強化(高度な経営管理）

職員力の高度化

【効果】

都市活動や市民の生活を支える重要なライフラ

インとして、何よりも持続可能な事業運営ができ、

将来にわたり質の高いサービスを安定的に供給で

き、中長期的な視点に立った経営基盤の強化、事業

を担う人材の育成に加えデジタル技術スキルの底

上げがはかれている

「 経済的で効率的な運営体制 」

STEP １

情報のデジタル化

各業務データのデジタル化

点検調査データの収集等

未収集データの蓄積

STEP 2

プロセスのデジタル化

業務プロセスのデジタル化

デジタル技術を活用し

生産性を向上させる

STEP 3

システムのデジタル化

デジタル技術を活用し

既存の仕組みを根底から変革する

（デジタイゼーション）
（デジタライゼーション） （デジタルトランスフォメーション）

デジタルトランス

フォーメーション
(DX)
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✚

現 在

デジタル技術による水位情報の活用

経済的・効率的

かつ

復元力が高い

持続可能な

下水道

出典：科学技術振興機構HP

現在の人力による

機器の点検作業から

センサーなどデジタル技術を用いた

常時監視による不具合の予兆を

発見する維持管理へ

まずはSTEP1の

情報のデジタル化から

進めていきます

現 在

将 来

将 来

現在の各ハザードマップから

水位センサーや気象情報など

複数のデータを統合的に解析

して浸水予測モデルを作成し、

最適な施設の運転管理や浸水

の危機管理情報を提供する

出典：下水道協会誌

STEP 0

デジタル機器の導入

事業に

デジタル機器を

取り入れる

デジタル技術を活用した施設管理

デジタル技術の活用イメージ

実現するにはデジタル技術の高度利用が必要実現するにはデジタル技術の高度利用が必要

観測データの蓄積など

まずは情報の

デジタル化が必要です

課題解決に必要なもの 課題解決に必要なもの 課題解決に必要なもの


